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 （注）１．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
２．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり
情報」に記載しております。 

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重
要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

  

平成23年度第１四半期 
連結累計期間 

平成24年度第１四半期 
連結累計期間 平成23年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

(自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日) 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

経常収益 百万円  71,231  71,729  298,933

経常利益 百万円  22,345  19,244  96,323

四半期純利益 百万円  13,131  11,201  －

当期純利益 百万円  －  －  51,190

四半期包括利益 百万円  12,276  6,643  －

包括利益 百万円  －  －  65,487

純資産額 百万円  792,448  827,685  832,765

総資産額 百万円  12,446,529  12,798,518  12,802,131

１株当たり四半期純利益金額 円  9.65  8.34  －

１株当たり当期純利益金額 円  －  －  37.84

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

円  9.65  8.34  －

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

円  －  －  37.82

自己資本比率 ％  5.94  6.04  6.08

２【事業の内容】 
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

該当事項はありません。 

(1）業績の状況 
当第１四半期連結累計期間のわが国経済を振り返りますと、景気は政策効果などに支えられて緩やかに持ち直し
ました。すなわち、個人消費がエコカー補助金の効果や消費マインドの改善などによって底堅く推移し、住宅投資
も復興需要などから増勢を取り戻しました。また、設備投資も企業収益が改善するなかで緩やかに増加し、公共投
資についても復興需要の顕在化により堅調に推移しました。輸出に関しては、欧州向けの低迷が続くなかで、全体
として緩やかに増加しました。 
神奈川県経済も、全国と同様、緩やかに持ち直しました。すなわち、エコカー補助金の効果などにより個人消費
が上向くとともに、企業マインドの改善が続くなかで設備投資が増加しました。また輸出についても春先の円高修
正などを映じて緩やかに増加し、企業の生産活動も回復基調で推移しました。 
金融面では、日本銀行の潤沢な資金供給を背景に、短期金利が引き続き低位で安定的に推移しました。一方、長
期金利は、欧州債務問題の拡大により投資家の不安心理が強まるなかで、徐々に水準を切り下げました。 
このような金融経済環境のもと、「お客さま、株主、行員、地域社会にとって魅力あふれる金融機関」の実現を
目指し、当行グループの強みであるリージョナル・リテール分野に経営資源を集中投下し、全力をあげて経営体質
の強化と業績の伸展に努めてまいりました。 
この結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、以下のとおりとなりました。 
預金は、総合取引の推進等による拡大に努めましたが、当期において903億円減少し、10兆9,712億円となりまし
た。このうち、定期性預金は当期において204億円増加し、３兆3,110億円となりました。 
次に、貸出金は当期において2,164億円増加し、９兆1,867億円となりました。また、有価証券は当期において
491億円増加し、２兆1,630億円となりました。なお、このうち国債は、当期において799億円増加し、8,501億円と
なりました。 
そのほか、総資産は当期において36億円減少し、12兆7,985億円となり、純資産は当期において51億円減少し、
8,276億円となりました。 
当期の損益につきましては、資金運用収益を中心とする経常収益が717億２千９百万円となる一方で、営業経費
を中心とする経常費用が524億８千５百万円となった結果、経常利益は、前年同期に比べ31億１百万円減少し、192
億４千４百万円となりました。また、四半期純利益は、前年同期に比べ19億３千万円減少し、112億１百万円とな
りました。 

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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① 国内・海外別収支 
当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、前第１四半期連結累計期間比６億４千８百万円減少して402億
７千１百万円、役務取引等収支は、前第１四半期連結累計期間比３億４千６百万円減少して103億１千８百万
円、特定取引収支は、前第１四半期連結累計期間比６千７百万円減少して４億２千８百万円、その他業務収支
は、前第１四半期連結累計期間比13億８百万円増加して41億３千４百万円となりました。 

  

（注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」とい
う。）であります。 
「海外」とは、当行の海外店及び海外に本店を有する連結子会社（以下「海外連結子会社」という。）であ
ります。 
２．「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

資金運用収支 
前第１四半期連結累計期間  40,593  325  △0  40,919

当第１四半期連結累計期間  39,913  358  －  40,271

うち資金運用収益 
前第１四半期連結累計期間  44,075  335  307  44,102

当第１四半期連結累計期間  42,684  366  309  42,740

うち資金調達費用 
前第１四半期連結累計期間  3,481  10  307  3,183

当第１四半期連結累計期間  2,771  7  309  2,469

役務取引等収支 
前第１四半期連結累計期間  10,664  △0  －  10,664

当第１四半期連結累計期間  10,319  △1  －  10,318

うち役務取引等収益 
前第１四半期連結累計期間  12,416  0  －  12,417

当第１四半期連結累計期間  11,660  0  －  11,660

うち役務取引等費用 
前第１四半期連結累計期間  1,752  1  －  1,753

当第１四半期連結累計期間  1,340  1  －  1,341

特定取引収支 
前第１四半期連結累計期間  495  －  －  495

当第１四半期連結累計期間  428  －  －  428

うち特定取引収益 
前第１四半期連結累計期間  509  －  －  509

当第１四半期連結累計期間  428  －  －  428

うち特定取引費用 
前第１四半期連結累計期間  13  －  －  13

当第１四半期連結累計期間  0  －  －  0

その他業務収支 
前第１四半期連結累計期間  2,825  70  70  2,826

当第１四半期連結累計期間  4,134  0  △0  4,134

うちその他業務収益 
前第１四半期連結累計期間  11,547  70  70  11,548

当第１四半期連結累計期間  15,885  0  △0  15,886

うちその他業務費用 
前第１四半期連結累計期間  8,721  －  －  8,721

当第１四半期連結累計期間  11,751  －  －  11,751
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② 国内・海外別預金残高の状況 
○ 預金の種類別残高（末残） 
  

（注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。 
「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 
３．定期性預金＝定期預金 
４．「相殺消去額」には内部取引金額等を表示しております。 

③ 国内・海外別貸出金残高の状況 
○ 業種別貸出状況（残高・構成比） 

（注）１．「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。 
２．「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。 

種類 期別 
国内 海外 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

預金合計 
前第１四半期連結会計期間  10,731,603  387  27  10,731,962

当第１四半期連結会計期間  10,971,297  1  34  10,971,264

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間  7,118,531  19  －  7,118,551

当第１四半期連結会計期間  7,470,322  1  －  7,470,323

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間  3,374,327  367  －  3,374,695

当第１四半期連結会計期間  3,311,096  －  －  3,311,096

うちその他 
前第１四半期連結会計期間  238,744  －  27  238,716

当第１四半期連結会計期間  189,878  －  34  189,843

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間  107,136  －  －  107,136

当第１四半期連結会計期間  75,352  －  －  75,352

総合計 
前第１四半期連結会計期間  10,838,739  387  27  10,839,099

当第１四半期連結会計期間  11,046,649  1  34  11,046,616

業種別 
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 

貸出金残高(百万円) 構成比（％） 貸出金残高(百万円) 構成比（％） 

国内（除く特別国際金融取引勘定分）  8,641,658  100.00  9,178,370  100.00
製造業  956,977  11.07  1,015,740  11.07
農業、林業  4,204  0.05  3,085  0.03
漁業  7,988  0.09  7,991  0.09
鉱業、採石業、砂利採取業  3,757  0.04  4,306  0.05
建設業  259,938  3.01  262,591  2.86
電気・ガス・熱供給・水道業  14,352  0.17  13,897  0.15
情報通信業  58,597  0.68  61,765  0.67
運輸業、郵便業  355,326  4.11  361,924  3.94
卸売業、小売業  703,684  8.14  760,742  8.29
金融業、保険業  202,835  2.35  192,273  2.09
不動産業、物品賃貸業  2,242,106  25.95  2,396,483  26.11
その他の各種サービス業  711,871  8.24  747,740  8.15
地方公共団体  126,516  1.46  154,505  1.68
その他  2,993,503  34.64  3,195,324  34.82
海外及び特別国際金融取引勘定分  8,341  100.00  8,338  100.00
政府等  －  －  －  －
金融機関  －  －  －  －
その他  8,341  100.00  8,338  100.00

合計  8,649,999 ──  9,186,708 ── 
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 
①対処すべき課題 
当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 
②財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 
当行の株式は譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆さまにより、自由で活発な取引をいた
だいております。よって、当行の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方についても、当行株式の自由な
取引により決定されるべきであると考えております。 
このような認識のもと、当行は、株主共同の利益を中長期的に維持・向上させるため、経営の効率性・収益性を
高め、株主還元を積極的におこなうことを通じて企業価値の最大化に取り組んでおります。 
なお、上記の考え方に照らして不適切な者によって当行の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取組み、すなわち買収防衛策は導入しておりませんが、現在の経営方針を徹底し、株主の皆さまをはじめ
とする様々なステークホルダーとの信頼関係を確立していくことが、買収防衛にとって重要であると考えておりま
す。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１．権利内容に何ら限定のない当行における標準となる株式で、単元株式数は 1,000株であります。 
２．「提出日現在発行数」には、平成24年８月１日から四半期報告書を提出する日までの平成13年改正旧商法に基
づく新株予約権（ストックオプション）の権利行使並びに会社法に基づく新株予約権（株式報酬型ストックオプ
ション）の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（注）平成24年３月28日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却による減少であります。 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記
載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま
す。 

①【発行済株式】 

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 
普通株式  3,000,000,000

計  3,000,000,000

種類 第１四半期会計期間末現在発行数（株） 
（平成24年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年８月２日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  1,348,071,054  1,348,071,054 東京証券取引所 
（市場第１部） （注）１，２ 

計  1,348,071,054  1,348,071,054 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年４月４日 
（注） 

 △13,000  1,348,071  －  215,628,617  －  177,244,414

（６）【大株主の状況】 

（７）【議決権の状況】 

  平成24年６月30日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － ― 

議決権制限株式（自己株式等） － － ― 

議決権制限株式（その他） － － ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
 普通株式 

 14,095,000
－ 

「（１）②発行済株式」の
「内容」に記載のとおりであ
ります。 

完全議決権株式（その他）  普通株式 
 1,343,565,000  1,343,563 同上 

単元未満株式  普通株式 
 3,411,054

－ １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  1,361,071,054 － ― 

総株主の議決権 －  1,343,563 ― 
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②【自己株式等】 

（注）１．上記のほか、株主名簿上は当行名義となっていますが、実質的に所有していない株式が 2,000株あります。な
お、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄に含まれております。
また、「議決権の数」の欄には、当該完全議決権株式に係る議決権の数２個は含まれておりません。 
２．平成24年３月28日開催の取締役会決議に基づき、平成24年４月４日に自己株式 13,000千株を消却しました。 
３．平成24年５月11日開催の取締役会決議に基づき、平成24年５月17日から平成24年６月11日までに、自己株式
13,922千株を取得しました。 

  平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい
３丁目１番１号  14,095,000  －  14,095,000  1.03

計 ―  14,095,000  －  14,095,000  1.03
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該当事項はありません。 
２【役員の状況】 
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１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府
令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」
（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 
  
２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成24年４月１日 至
平成24年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）に係る四半期連結財
務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   
現金預け金 811,600 417,914 
コールローン及び買入手形 108,820 159,104 
買入金銭債権 164,256 157,649 
特定取引資産 24,256 21,123 
有価証券 ※2  2,113,975 ※2  2,163,078 

貸出金 ※1  8,970,301 ※1  9,186,708 

外国為替 5,214 4,269 
リース債権及びリース投資資産 58,215 58,295 
その他資産 154,533 249,321 
有形固定資産 125,606 125,305 
無形固定資産 14,529 13,595 
繰延税金資産 34,562 35,222 
支払承諾見返 293,484 284,717 
貸倒引当金 △77,226 △77,786 

資産の部合計 12,802,131 12,798,518 

負債の部   
預金 11,061,581 10,971,264 
譲渡性預金 27,460 75,352 
コールマネー及び売渡手形 40,689 78,592 
特定取引負債 1,286 1,284 
借用金 304,226 244,941 
外国為替 51 75 
社債 64,300 64,300 
その他負債 154,594 228,918 
役員賞与引当金 66 － 
退職給付引当金 171 178 
睡眠預金払戻損失引当金 1,029 849 
偶発損失引当金 1,096 1,032 
特別法上の引当金 3 3 
再評価に係る繰延税金負債 19,323 19,323 
支払承諾 293,484 284,717 
負債の部合計 11,969,365 11,970,833 

純資産の部   
資本金 215,628 215,628 
資本剰余金 177,244 177,244 
利益剰余金 336,007 335,324 
自己株式 △5,591 △5,398 

株主資本合計 723,288 722,798 
その他有価証券評価差額金 21,347 16,155 
繰延ヘッジ損益 △11 △0 
土地再評価差額金 34,249 34,249 
その他の包括利益累計額合計 55,585 50,404 

新株予約権 285 255 
少数株主持分 53,606 54,226 
純資産の部合計 832,765 827,685 

負債及び純資産の部合計 12,802,131 12,798,518 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

経常収益 71,231 71,729 
資金運用収益 44,102 42,740 
（うち貸出金利息） 38,045 36,786 
（うち有価証券利息配当金） 4,364 4,818 

役務取引等収益 12,417 11,660 
特定取引収益 509 428 
その他業務収益 11,548 15,886 
その他経常収益 2,653 1,014 

経常費用 48,885 52,485 
資金調達費用 3,183 2,469 
（うち預金利息） 1,772 1,355 

役務取引等費用 1,753 1,341 
特定取引費用 13 0 
その他業務費用 8,721 11,751 
営業経費 27,516 27,432 
その他経常費用 ※1  7,697 ※1  9,489 

経常利益 22,345 19,244 

特別利益 1 0 
固定資産処分益 1 0 

特別損失 35 93 
固定資産処分損 35 93 
その他の特別損失 0 0 

税金等調整前四半期純利益 22,311 19,150 

法人税、住民税及び事業税 7,229 7,966 
法人税等調整額 1,176 △695 

法人税等合計 8,405 7,270 

少数株主損益調整前四半期純利益 13,905 11,879 
少数株主利益 773 678 
四半期純利益 13,131 11,201 

8332/2013年-12-



【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 13,905 11,879 
その他の包括利益 △1,629 △5,236 
その他有価証券評価差額金 △1,617 △5,247 
繰延ヘッジ損益 △11 10 

四半期包括利益 12,276 6,643 
親会社株主に係る四半期包括利益 11,456 6,020 
少数株主に係る四半期包括利益 819 623 
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※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

※２．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額 

※１．その他経常費用には、次のものを含んでおります。 

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結
累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ
ります。 

【会計方針の変更等】 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 
当行及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得
した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 
なお、これによる当第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微でありま
す。 

【注記事項】 
（四半期連結貸借対照表関係） 

  前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

破綻先債権額 百万円 10,766 百万円 11,643
延滞債権額 百万円 164,213 百万円 165,544
３ヵ月以上延滞債権額 百万円 5,196 百万円 5,663
貸出条件緩和債権額 百万円 32,456 百万円 32,195

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成24年６月30日） 

百万円 125,635 百万円 121,597

（四半期連結損益計算書関係） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

株式等償却 百万円 960 百万円 3,837
貸倒引当金繰入額 百万円 3,745 百万円 3,589

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日） 

減価償却費 百万円 2,564 百万円 2,337
のれんの償却額 百万円 131 百万円 131
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前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 
１．配当金支払額 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後
となるもの 

該当事項はありません。 

当第１四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 
１．配当金支払額 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後
となるもの 

該当事項はありません。 

当行グループは、銀行業を中心に、リース業、証券業、その他の金融サービスに係る事業を行っております。また、当
行はグループ戦略会議を設置し、グループ各社の事業の経営目標の設定及び履行状況の定期的な検証等を行い、グループ
全体の経営管理を統括しております。なお、グループ各社が営む銀行業以外の事業については重要性が乏しいことから、
セグメント情報の記載を省略しております。 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、次のとおりであります。 

該当事項はありません。 

平成24年５月11日開催の取締役会において、平成24年３月31日を基準日とする剰余金の配当（期末配当）に関し、
次のとおり決議いたしました。 
期末配当による配当金の総額 6,734百万円 
１株当たり配当額        ５円00銭 

（株主資本等関係） 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月13日 
取締役会 普通株式  6,799  5.0 平成23年３月31日 平成23年５月30日 利益剰余金 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月11日
取締役会 普通株式  6,734  5.0 平成24年３月31日 平成24年５月28日 利益剰余金 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円  9.65  8.34

（算定上の基礎）       

四半期純利益 百万円  13,131  11,201

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  －

普通株式に係る四半期純利益 百万円  13,131  11,201

普通株式の期中平均株式数 千株  1,359,948  1,342,126

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円  9.65  8.34

（算定上の基礎）       

四半期純利益調整額 百万円  －  －

普通株式増加数 千株  627  673

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要 

  新株予約権４種類（新株予約権の数 個）。 7,912
新株予約権３種類（新株予
約権の数 個）。 6,876

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社横浜銀

行の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１日から平成

24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社横浜銀行及び連結子会社の平成24年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年７月31日

株式会社 横浜銀行 

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 梅津 知充  印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 濱原 啓之  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 
２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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